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養鶏・その他家きん農家の皆様へ
本事業は、高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザが万一発
生した場合、安心して経営の安定を維持・継続することができるように、生産
者が自ら積み立てを行い、発生農場が経営再開までに要する経費等を相互に支
援する仕組みに、国（独立行政法人農畜産業振興機構）が補助を行うものです。

早めに加入して、経営に安心を安心を

家畜防疫互助基金支援事業

家畜防疫互助事業
にご参加を！



■ 本事業は、一般社団法人日本養鶏協会（以下、当協会）が独立法人農畜産業

振興機構（以下、機構）に選定され実施する、国の補助事業です。

■ 国内の鶏、うずら、あひる、きじ、ほろほろ鳥、七面鳥及びだちょう（以下、 鶏及

びその他家きん）を飼育する生産者の方は、どなたでも事業に参加できます。

ただし、契約締結時点で家畜伝染病予防法（以下、「家伝法」）に基づき、移動

制限等が既に実施されている区域の生産者は加入できません。

■ 加入者は、家伝法第１２条の３に基づき、家畜の所有者として、飼養衛生管理

基準を遵守しなければなりません。なお、契約時の対象農場は、同条の４に基

づく定期報告と同一の農場ごとに申し込みいただきます。

■ この事業の対象となる家畜伝染病は、高高病病原原性性鳥鳥イインンフフルルエエンンザザ及び低低病病原原

性性鳥鳥イインンフフルルエエンンザザ（以下、鳥インフルエンザ等）です。

■ 生産者が納付した生産者積立金は、鶏及びその他家きん生産者基金で管理し

ます。鳥インフルエンザ等が発生した場合は、本基金と機構からの補助金を合

わせ、これを原資に互助金が交付されます。

事事業業のの概概要要

１

ｌｄ

第第９９期期（（              ））制制度度上上のの主主要要改改正正点点

  １１年年度度ごごととにに生生産産者者積積立立金金をを積積みみ立立てて、、そそのの年年度度

にに発発生生ししたた対対象象疾疾病病にに対対すするる互互助助金金のの交交付付ははここのの積積立立金金をを限限りりととししてて行行いいまま

すす（（基基金金のの規規模模をを超超ええてて互互助助金金のの交交付付がが見見込込ままれれるる場場合合もも、、今今後後追追加加のの積積立立

ててをを求求めめるるここととははせせずず、、一一律律割割合合でで均均ししくく減減額額しし交交付付をを行行いいまますす））。。  ☞☞ ６６参参照照

ななおお、、毎毎年年度度末末ににはは、、当当年年度度分分のの最最大大交交付付額額がが想想定定ででききるるここととかからら、、そそれれをを基基

にに最最終終的的なな生生産産者者積積立立金金にに余余剰剰がが見見込込ままれれるる場場合合ににはは、、暫暫定定的的なな返返戻戻をを行行うう

方方向向でで検検討討をを進進めめてていいまますす（（翌翌年年度度のの生生産産者者積積立立ててとと時時期期がが重重ななれればば、、返返戻戻

金金額額をを差差引引きき払払込込みみ可可能能ととすするる等等、、参参加加者者のの負負担担軽軽減減にに配配意意））。。  ☞☞ ６６参参照照

ままたた、、移移行行にに伴伴いい、、契契約約関関係係はは、、第第９９期期共共通通のの基基本本的的事事項項をを定定めめるる基基本本契契約約とと

各各年年度度ににおおけけるる対対象象農農場場及及びび羽羽数数等等、、個個別別条条件件をを定定めめるる年年次次契契約約にによよるるもものの

ととしし、、そそれれぞぞれれ様様式式をを見見直直ししままししたた。。  ☞☞ １１、、２２参参照照

                                        採採卵卵鶏鶏及及びび種種鶏鶏のの育育成成鶏鶏日日齢齢はは、、参参加加者者がが契契約約

ににおおいいてて任任意意にに設設定定いいたただだききまますす。。  ☞☞ ７７参参照照 

                                       対対象象疾疾病病発発生生後後、、互互助助金金のの交交付付申申請請をを行行うう期期限限

がが新新たたにに設設けけらられれるるここととににななりりままししたた。。 ☞☞ ８８参参照照

※※  第第８８期期かかららのの変変更更点点はは、、以以降降のの説説明明ででもも、、赤赤字字//下下線線でで表表示示ししてておおりりまますす。。

““単単年年度度制制”” へへのの移移行行

育育成成鶏鶏日日齢齢のの上上限限設設定定

互互助助金金交交付付申申請請のの期期限限

令和6年度
～令和8年度



２

１１．．事事業業のの制制度度、、参参加加

■ 本事業の制度については、機構の「畜産経営災害等総合対策緊急支援事業実施

要綱」別添５の２（以下、「実施要綱」）、これに基づく業務運営に関しては、当協会

の「家畜防疫互助基金支援事業業務方法書」（以下、「業務方法書」）をご参照くだ

さい。  

■ 「実施要綱」及び「業務方法書」に従い、「家畜防疫互助金交付基本契約書」（以下、

「基本契約書」）及び「家畜防疫互助金交付年次契約申込書」（以下、「年次契約

書」）を当協会と取り交わすことによって、本事業にご参加いただけます。

 「基本契約書」 第９期中の対象３年度に共通適用される基本的条件を規定

 「年次契約書」 各年度の対象農場・鶏種・羽数等の個別加入条件を規定

  上記文書・様式は、当協会HP（ https://www.jpa.or.jp/prevention/index.html）にも

掲載しておりますので、ご参照ください。

２２．．契契約約のの期期間間

■ 契約の期間は、「基本契約」は締結から対象３年度の各事業が全て終了するまで、

「年次契約」は申込の承諾から対象年度の事業が終了するまでとなります。

より具体的には、加入を希望する生産者（以下、加入申込者）が、当協会の案内

に従い特定期限内に「基本契約書」及び「年次契約申込書」（両者を合わせ、以下、

加入契約書）の締結を完了し、当協会が別途個別に指定する期日までに生産者

積立金を納付した場合は、この契約書締結日を契約の始期とします。納付が期

日に遅延すると、当該納付日が契約始期となりますので、ご注意願います。

■ 前年度から（令和６年度の場合は第８期から）継続して事業に参加する生産者（以

下、継続事業参加者）の場合には、契約始期の扱いにつき特例を設けていますの

    で、詳細は加入契約書を十分ご確認ください。

３３．．参参加加対対象象者者

■ 国内の鶏、うずら、あひる、きじ、ほろほろ鳥、七面鳥及びだちょうの飼養者が対象

者となります。

■ 家伝法に基づく飼養衛生管理基準を遵守していることが、事業参加の前提となり

ます。



■ 対象家きんの内、鶏については、契約時に企業型/家族型いずれかの区分を選

  択して加入いただきます。

■ 企業型については、対象疾病発生後も雇用が確保されることを趣旨としているこ

とから、加入時に雇用実態があり、且つ発生から経営再開まで一定の雇用が維

持されることを加入の条件としており、常時雇用する従業員（生計を一にする者を

除く）の数が１人以上の事業主または会社が対象となります。

■ 企業型の加入条件に該当する場合であっても、家族型としての加入は可能です。

■ 事業参加者は、事業実施期間において、同一年度内につき１回に限り、契約区分

(家族型/企業型)を変更することができます。

４４．鶏鶏のの契契約約区区分分、、企企業業型型ににつついいてて

３

５５．．対対象象農農場場、、契契約約羽羽数数

■ 互助金は、契約羽数を上限として支払われるため、対象年度（1年間）において契

約農場ごとに飼養が見込まれる羽数で申し込んでください。

■ 複数の農場で飼養している場合は、「家伝法」に基づき管轄都道府県知事に対し

て行う、飼養及び衛生管理状況等に係る定期報告等と同一の農場単位で区分し

飼養羽数を申告いただくことになります（鳥インフルエンザ等発生時の防疫措置

における対象農場との齟齬から生ずる契約トラブルを避けるため、非常に重要な

ポイントです）。

■ 契約羽数は、毎年度途中で見直し（羽数変更）が可能です。ただし、契約羽数を減

らしても、その分の既積立金は返還されませんので、ご留意ください。

６６．．生生産産者者積積立立金金のの納納付付

■ 加入時に納付する生産者積立金の額は、毎年度、生産者積立金の所定単価に契

  約羽数を乗じて求め、当協会の請求に基づいて納付していただきます。

■ 仮に、鳥インフルエンザ等の発生状況等により、互助金支払い総額に対して

生産者積立金総額が不足することになったとしても、追加の積立てを行うことはあ

りません。このような場合、互助金を一律の割合で均等に減額し、積立金総額の

範囲内で交付することになりますので、ご承知おきください。

■ 毎年度初の積立て時に、前年度の返戻が見込める場合はこれを差引いた残額の

み納付を可能とし、負担軽減を図ることも検討中です（毎年募集時に都度案内）。



４

７７．生生産産者者積積立立金金のの単単価価

■ 国内外の鳥インフルエンザ等の発生状況も踏まえ、適正な基金規模を維持する

     よう、単価を設定しております。鶏及びその他家きんの種類ごとの生産者積立金

の単価（令和６年度適用）は以下のとおりです。

鶏鶏（（家家族族型型））

採卵鶏（成鶏） １羽当たり ６円

採卵鶏（育成鶏） １羽当たり ３円

肉用鶏 １羽当たり           ０.２円

種 鶏（成鶏） １羽当たり ８円

種 鶏（育成鶏） １羽当たり ４円

鶏鶏（（企企業業型型））

採卵鶏（成鶏） １羽当たり ８円

採卵鶏（育成鶏） １羽当たり ４円

肉用鶏 １羽当たり           ０.３円

種 鶏（成鶏） １羽当たり １２円

種 鶏（育成鶏） １羽当たり           ５円

うう ずず らら 1羽当たり           １.５円

ああひひるる、、ききじじ、、ほほろろほほろろ鳥鳥、、七七面面鳥鳥 １羽当たり ２円

だだちちょょうう １羽当たり １９０円

※ 当期より、採卵鶏及び種鶏の育成鶏に係る日齢上限は、年次契約において
加入者が自己申告で設定することになりました。

８８．．互互助助金金のの交交付付とと申申請請

■ 経営支援互助金は、鶏及びその他家きんの種類ごとの交付単価及び契約羽数を

上限として、殺処分羽数又は導入計画羽数のいずれか少ない羽数に基づき交付

されます。契約羽数は、対象疾病発生年度の年次契約で定めますが、継続事業

参加者の場合の特例がありますので、詳細は加入契約書をご確認ください。

■ 互助金交付額認定委員会において、互助金交付額を認定した上で、互助金が支

払われます。ただし、早期通報や飼養衛生管理基準の遵守を怠る等法令に違反

した場合には互助金が支払われない場合や減額される場合（例：「家伝法」に基づ

く「へい殺等手当金等」交付における減額割合も参照）があります。

■ 交付を受ける場合は、当協会の手続に従い、必要書類を添え所定の様式を用い

て申請を行っていただきます。当期より、互助金の交付申請に期限が設けられま

したので、特にご注意が必要です。原則、発生した年度内としますが、一定の要

件に基づき、最長で対象疾病が発生した年度の翌々年度末まで（令和６年度の

発生は最長で令和８年度末まで）申請が猶予されます。



経経営営支支援援互互助助金金

契約対象農場において、該当農場の経営を再開する場合に、

家畜の導入を完了するまでに要する空舎部分の固定経費等

を支援

焼焼却却・・埋埋却却等等互互助助金金
殺処分した鶏及びその他家きんを焼却・埋却等するために、

生産者自ら負担したその経費を支援

互助金の種類と交付上限単価（１羽当たり単価の算定限度額）は以下のとおりです。

９９．．互互助助金金のの種種類類とと交交付付単単価価

5

■  加入申込者は、「基本契約書」及び「年次契約書」を当協会に提出します。

■ 申込みを受けた当協会は、交付契約を締結し、生産者積立金の支払いを請求し

ます。その際、積立金合計額に対し業務運営事務手数料（4％相当）を申し受け

     るものとし、併せ請求させていただきます。

■ 加入申込者は、当協会が指定する口座及び期日（請求書に個別記載）に生産者

積立金等を納付します。

111 ．．加加入入手手続続きき

100．．互互助助金金単単価価算算定定ににつついいてて

■ 互助金単価は、交付上限単価の枠内で、機構の所定計算式に互助金交付の申

     請書類で示される諸データを代入して算定します。申請書類が揃いませんと互

助金単価/交付額が定まりませんので、ご理解とご尽力をお願い申し上げます。

家家畜畜のの種種類類 経経営営支支援援互互助助金金
焼焼却却・・

埋埋却却等等互互助助金金

鶏鶏（（家家族族型型））

採卵鶏（成鶏） ７９０円

８０円

採卵鶏（育成鶏） ３７０円

肉用鶏 ２５円

種 鶏（成鶏） １，０２０円

種 鶏（育成鶏） ４７０円

鶏鶏（（企企業業型型））

採卵鶏（成鶏） ９７０円

採卵鶏（育成鶏） ４５０円

肉用鶏 ３０円

種 鶏（成鶏） １,３００円

種 鶏（育成鶏） ６００円

うう ずず らら ２００円

ああひひるる、、ききじじ、、ほほろろほほろろ鳥鳥、、七七面面鳥鳥 ３２０円

だだちちょょうう ３１,９００円 ３,５２０円


